
大曲仙北広域における総合事業について
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大曲仙北広域市町村圏組合



①大曲仙北広域の総合事業への①大曲仙北広域の総合事業への①大曲仙北広域の総合事業への①大曲仙北広域の総合事業への移行開始時期移行開始時期移行開始時期移行開始時期は平成２９年４月１日は平成２９年４月１日は平成２９年４月１日は平成２９年４月１日

→総合事業の対象者は、認定の有効認定の有効認定の有効認定の有効期間開始日が平成２９年４月以降の要支援認定者期間開始日が平成２９年４月以降の要支援認定者期間開始日が平成２９年４月以降の要支援認定者期間開始日が平成２９年４月以降の要支援認定者、４月４月４月４月以降以降以降以降にににに
基本基本基本基本チェックリストにより事業対象者とチェックリストにより事業対象者とチェックリストにより事業対象者とチェックリストにより事業対象者と判定判定判定判定された方。された方。された方。された方。要支援認定者の場合、要支援認定更新のタイ

ミングで順次総合事業に移行していく。一斉に切り替わる訳ではない。

介護予防・日常生活支援総合事業介護予防・日常生活支援総合事業介護予防・日常生活支援総合事業介護予防・日常生活支援総合事業

次ページ
総合事業の構成②へ

介護予防・日常生活支援総合事業の構成①
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→４月１日以降、介護予防訪問介護及び介護予防通所介護は、それぞれ訪問型サービス及び通所型

サービスに移行していく。



②②②②現行現行現行現行のののの介護予防訪問介護及び介護予防通所介護と同じサービスを介護予防訪問介護及び介護予防通所介護と同じサービスを介護予防訪問介護及び介護予防通所介護と同じサービスを介護予防訪問介護及び介護予防通所介護と同じサービスを総合事業総合事業総合事業総合事業
ににににおいても実施するおいても実施するおいても実施するおいても実施する。。。。

③新たなサービス：緩和した基準によるサービスを実施する。③新たなサービス：緩和した基準によるサービスを実施する。③新たなサービス：緩和した基準によるサービスを実施する。③新たなサービス：緩和した基準によるサービスを実施する。

→旧来の介護予防給付と同一の指定基準による。
（単価については、月額包括報酬から一回あたりの報酬単価に変更）

介護予防・

日常生活支
援総合事業

生活支援サービス

介護予防支援事業

（ケアマネジメント）

介護予防・日常生活支援総合事業の構成②

※既存の事業所が実施。

Ｐ４サービスの構成へ

※既存の事業所が実施。

Ｐ９サービスの構成へ

※未定

※未定

※未定

※未定
※市町から委託された法人等が実施予定、

実施時期は各市町により異なる。

※未定

※未定

※未定

※地域包括支援センターが主体となり実施
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訪問型サービスの構成
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①現行の介護予防訪問介護相当サービスについて → Ｐ５へ

②訪問型サービスＡ（緩和した基準のサービス）について → 別紙へ

〇訪問介護員（訪問介護事業者）

〇広域が指定する内容の研修修
了者

〇介護予防ケアマネジメ

ントにより現行相当の専

門的なサービスを必要と

しないと判断された要支

援認定者もしくは総合事
業対象者を想定

〇専門職に限らない、研

修修了者によるサービス

（生活援助）でも問題ない

方、低料金のサービスを
希望する方
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現行の介護予防訪問介護相当サービスについて①現行の介護予防訪問介護相当サービスについて①現行の介護予防訪問介護相当サービスについて①現行の介護予防訪問介護相当サービスについて①

事業所指定については「みなし指定」。既存事業所は指定申請不要。事業所指定については「みなし指定」。既存事業所は指定申請不要。事業所指定については「みなし指定」。既存事業所は指定申請不要。事業所指定については「みなし指定」。既存事業所は指定申請不要。

〇みなし指定とは、Ｈ２７．３．３１で有効な指定を持つ指定介護予防訪問介護事業所に対し、総合
事業における現行の介護予防訪問介護と同一の内容のサービスを提供する事業所として、全国
の市町村がＨ２７．４．１に指定したとみなすもの。（医療確保推進法附則第13条）

〇これらの事業所にあっては指定手続きが済んでいるとされるので、新規申請手続きは不要。

【【【【みなし指定の留意点みなし指定の留意点みなし指定の留意点みなし指定の留意点】】】】

〇Ｈ２７．３．３１時点において有効な介護予防訪問介護等の指定を有していない事業所（Ｈ２７．
４．１以降の新規指定事業所）には、みなし指定の効力は及ばない。
これに該当する事業所が総合事業を実施する場合には、総合事業のサービス事業所として新規

指定を受ける必要がある。

Ｈ２７．４．１以降の新規指定介護予防訪問介護事業所には、みなし指定の効力は適用されないＨ２７．４．１以降の新規指定介護予防訪問介護事業所には、みなし指定の効力は適用されないＨ２７．４．１以降の新規指定介護予防訪問介護事業所には、みなし指定の効力は適用されないＨ２７．４．１以降の新規指定介護予防訪問介護事業所には、みなし指定の効力は適用されない

みなし指定の有効期間終了前に指定の更新申請が必要みなし指定の有効期間終了前に指定の更新申請が必要みなし指定の有効期間終了前に指定の更新申請が必要みなし指定の有効期間終了前に指定の更新申請が必要

〇みなし指定は、総合事業サービス事業所としての新規指定の手続きを「手続き済」とみなすも
の。したがって、指定の有効期間終了前には更新の手続きが必要。なお、みなし指定による指

定の有効期間は、Ｈ２７．４．１～Ｈ３０．３．３１。
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現行の介護予防訪問介護相当サービスについて②現行の介護予防訪問介護相当サービスについて②現行の介護予防訪問介護相当サービスについて②現行の介護予防訪問介護相当サービスについて②

事業所指定基準は現行の介護予防訪問介護と同一。事業所指定基準は現行の介護予防訪問介護と同一。事業所指定基準は現行の介護予防訪問介護と同一。事業所指定基準は現行の介護予防訪問介護と同一。

〇厚生労働省令に規定のあった現行の介護予防訪問介護と同一の内容を総合事業のサー

ビスとして規定する。

事業所の指定基準（人員基準、設備基準、運営基準）は、現行の介護予防訪問介護と同

一となる。

〇請求方法も国保連合会経由であることは変わらず。ただし、請求コードは総合事業専用の

ものを広域で用意する。 → 別紙 「単位数サービスコード表」参照
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現行の介護予防訪問介護相当サービスについて③現行の介護予防訪問介護相当サービスについて③現行の介護予防訪問介護相当サービスについて③現行の介護予防訪問介護相当サービスについて③

単価は、月額包括報酬から、１回あたりの単価に変更。単価は、月額包括報酬から、１回あたりの単価に変更。単価は、月額包括報酬から、１回あたりの単価に変更。単価は、月額包括報酬から、１回あたりの単価に変更。

サービスサービスサービスサービス 介護予防訪問介護介護予防訪問介護介護予防訪問介護介護予防訪問介護 現行の介護予防訪問介護相当サービス現行の介護予防訪問介護相当サービス現行の介護予防訪問介護相当サービス現行の介護予防訪問介護相当サービス

単価

〇月額包括報酬

週１回程度 1,168単位／月

週２回程度 2,335単位／月

週２回超 3,704単位／月

※週２回超は、要支援２の認定者のみ

〇１回あたりの報酬単価を設定〇１回あたりの報酬単価を設定〇１回あたりの報酬単価を設定〇１回あたりの報酬単価を設定

週１回程度 266単位／回単位／回単位／回単位／回

◆月４回超の場合 1,168単位／月

週２回程度 270単位／回単位／回単位／回単位／回

◆月８回超の場合 2,335単位／月

週２回超 285単位／回単位／回単位／回単位／回

◆月12回超の場合 3,704単位／月

※週２回超は、要支援２の認定者と事業対象者
のみ

〇介護予防訪問介護は月額包括報酬（定額制）ですが、大曲仙北広域の総合事業として現行

の介護予防訪問介護相当のサービスを実施するにあたっては、「サービス利用実績に応じ

た報酬設定」の観点から、１回あたりの単価設定による報酬１回あたりの単価設定による報酬１回あたりの単価設定による報酬１回あたりの単価設定による報酬を用いる。
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現行の介護予防訪問介護相当サービスについて④現行の介護予防訪問介護相当サービスについて④現行の介護予防訪問介護相当サービスについて④現行の介護予防訪問介護相当サービスについて④

報酬算定の例報酬算定の例報酬算定の例報酬算定の例

（例１）週に１回程度の利用者に対し、１か月に４回サービスを提供した。

→２６６単位２６６単位２６６単位２６６単位××××４回４回４回４回

（例２）週に１回程度の利用者に対し、１か月に５回サービスを提供した。

→１１１１,１６８単位１６８単位１６８単位１６８単位

（例３）週に２回程度の利用者に対し、１か月に８回サービスを提供した。

→２７０単位２７０単位２７０単位２７０単位××××８回８回８回８回

（例４）週に２回程度の利用者に対し、１か月に９回サービスを提供した。

→２２２２,３３５単位３３５単位３３５単位３３５単位

（例５）週に２回程度の利用者で、１か月に９回サービスを提供予定であったが、体調不良に

より１か月に３回の提供となった。

→２７０単位２７０単位２７０単位２７０単位××××３回３回３回３回

＊参考 別紙「サービス数単位コード表」Ｐ１．２
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通所型サービスの構成

①現行の介護予防通所介護相当サービスについて → Ｐ１０へ

②通所型サービスＡ（緩和した基準のサービス）について → 別紙へ

〇介護予防（閉じこもり予防

等）のため運動や交流の場

が必要な要支援認定者もし
くは総合事業対象者

〇専門職による支援の必

要性が低い要支援認定者

もしくは総合事業対象者を
想定

〇通所介護事業者の従事者

〇委託先の従事者＊市町との
契約内容による
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現行の介護予防通所介護相当サービスについて①現行の介護予防通所介護相当サービスについて①現行の介護予防通所介護相当サービスについて①現行の介護予防通所介護相当サービスについて①

事業所指定については「みなし指定」。既存事業所は指定申請不要。事業所指定については「みなし指定」。既存事業所は指定申請不要。事業所指定については「みなし指定」。既存事業所は指定申請不要。事業所指定については「みなし指定」。既存事業所は指定申請不要。

〇みなし指定とは、Ｈ２７．３．３１で有効な指定を持つ指定介護予防通所介護事業所に対し、総合
事業における現行の介護予防通所介護と同一の内容のサービスを提供する事業所として、全国
の市町村がＨ２７．４．１に指定したとみなすもの。（医療確保推進法附則第13条）

〇これらの事業所にあっては指定手続きが済んでいるとされるので、新規申請手続きは不要。

【【【【みなし指定の留意点みなし指定の留意点みなし指定の留意点みなし指定の留意点】】】】

〇Ｈ２７．３．３１時点において有効な介護予防通所介護等の指定を有していない事業所（Ｈ２７．
４．１以降の新規指定事業所）には、みなし指定の効力は及ばない。
これに該当する事業所が総合事業を実施する場合には、総合事業のサービス事業所として新規
指定を受ける必要がある。

Ｈ２７．４．１以降の新規指定介護Ｈ２７．４．１以降の新規指定介護Ｈ２７．４．１以降の新規指定介護Ｈ２７．４．１以降の新規指定介護予防通所介護予防通所介護予防通所介護予防通所介護事業所には、みなし指定の効力は適用されない事業所には、みなし指定の効力は適用されない事業所には、みなし指定の効力は適用されない事業所には、みなし指定の効力は適用されない

みなし指定の有効期間終了前に指定の更新申請が必要みなし指定の有効期間終了前に指定の更新申請が必要みなし指定の有効期間終了前に指定の更新申請が必要みなし指定の有効期間終了前に指定の更新申請が必要

〇みなし指定は、総合事業サービス事業所としての新規指定の手続きを「手続き済」とみなすも
の。したがって、指定の有効期間終了前には更新の手続きが必要。なお、みなし指定による指
定の有効期間は、Ｈ２７．４．１～Ｈ３０．３．３１。
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現行の介護予防通所介護相当サービスについて②現行の介護予防通所介護相当サービスについて②現行の介護予防通所介護相当サービスについて②現行の介護予防通所介護相当サービスについて②

事業所指定基準は現行の介護予防通所介護と同一。事業所指定基準は現行の介護予防通所介護と同一。事業所指定基準は現行の介護予防通所介護と同一。事業所指定基準は現行の介護予防通所介護と同一。

〇厚生労働省令に規定のあった現行の介護予防通所介護と同一の内容を総合事業のサー

ビスとして規定する。

事業所の指定基準（人員基準、設備基準、運営基準）は、現行の介護予防通所介護と同

一となる。

〇請求方法も国保連合会経由であることは変わらず。ただし、請求コードは総合事業専用の

ものを広域で用意する。 → 別紙 「単位数サービスコード表」参照
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現行の介護予防通所介護相当サービスについて③現行の介護予防通所介護相当サービスについて③現行の介護予防通所介護相当サービスについて③現行の介護予防通所介護相当サービスについて③

単価は、月額包括報酬から、１回あたりの単価に変更。単価は、月額包括報酬から、１回あたりの単価に変更。単価は、月額包括報酬から、１回あたりの単価に変更。単価は、月額包括報酬から、１回あたりの単価に変更。

〇介護予防通所介護は月額包括報酬（定額制）ですが、大曲仙北広域の総合事業として現行

の介護予防通所介護相当のサービスを実施するにあたっては、「サービス利用実績に応じ

た報酬設定」の観点から、１回あたりの単価設定による報酬１回あたりの単価設定による報酬１回あたりの単価設定による報酬１回あたりの単価設定による報酬を用いる。

サービスサービスサービスサービス 介護予防通所介護介護予防通所介護介護予防通所介護介護予防通所介護 現行の介護予防通所介護相当サービス現行の介護予防通所介護相当サービス現行の介護予防通所介護相当サービス現行の介護予防通所介護相当サービス

単価

〇月額包括報酬

要支援１ 1,647単位／月

要支援２ 3,377単位／月

〇１回あたりの報酬単価を設定〇１回あたりの報酬単価を設定〇１回あたりの報酬単価を設定〇１回あたりの報酬単価を設定

要支援１・事業対象者（週１回程度）

378単位／回単位／回単位／回単位／回

◆月４回超の場合 1,647単位／月

要支援２・事業対象者（週２回程度）

389単位／回単位／回単位／回単位／回

◆月８回超の場合 3,377単位／月
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現行の介護予防通所介護相当サービスについて④現行の介護予防通所介護相当サービスについて④現行の介護予防通所介護相当サービスについて④現行の介護予防通所介護相当サービスについて④

報酬算定の例報酬算定の例報酬算定の例報酬算定の例

（例１）要支援１の利用者に対し、１か月に４回サービスを提供した。

→３７８単位３７８単位３７８単位３７８単位××××４回４回４回４回

（例２）要支援１の利用者に対し、１か月に５回サービスを提供した。

→１１１１,６４７６４７６４７６４７単位単位単位単位

（例３）要支援２の利用者に対し、１か月に８回サービスを提供した。

→３８９単位３８９単位３８９単位３８９単位××××８回８回８回８回

（例４）要支援２の利用者に対し、１か月に９回サービスを提供した。

→３３３３,３７７単位３７７単位３７７単位３７７単位

（例５）要支援２の利用者で、１か月に９回サービスを提供予定であったが、体調不良に

より３回の提供となった。

→３８９単位３８９単位３８９単位３８９単位××××３回３回３回３回

＊参考 別紙「サービス数単位コード表」Ｐ４．５


